
8月 （葉月） August

郵送等による国税関係書類の提出日は、原則、税務署への到着
日ですが、納税申告書については、その発信日付に提出されたも
のとみなす規定がありました。平成18年度税制改正では、納税申
告書に加え、国税庁長官が定める一定の書類についても発信日で
よいとされ、本年4月1日以後の提出書類から適用されています。

国　税／7月分源泉所得税の納付

8月10日

国　税／6月決算法人の確定申告

（法人税・消費税等）8月31日

国　税／12月決算法人の中間申告

8月31日

国　税／9月、12月、3月決算法人

の消費税等の中間申告

（年3回の場合） 8月31日

国　税／個人事業者の消費税等の中

間申告 8月31日

地方税／個人事業税第1期分の納付

都道府県の条例で定める日

地方税／個人住民税第2期分の納付

市町村の条例で定める日

労　務／労働保険料第2期分の納付

8月31日

（労働保険事務組合委託の場合は

9月14日）

・

・
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最初の利息は米の貸し借り

日本で最初の利息は米の貸

し借りに伴うものだったと考

えられています。貸し手が種

籾を貸し出し、借り手が田に

まいて稲を育て、収穫した後

に利息分を加えて返済したも

ので、日本で稲作が始まった

頃から存在した可能性がある

という意見もあります。

日本書紀の記述によります

と、８世紀には出挙（すいこ）

と呼ばれていたようです。当

時は米で税収を確保していま

したので、政府が国司などの

地方官を通して農民に種籾を

貸し出していたようです。こ

れを公出挙といい利息の上限

は公出挙で５割、寺院などの

私出挙で10割だったようです。

その後、貨幣の流通が盛ん

になり、室町時代には、金融

業も栄え、寺院のほか、質屋

にあたる「土倉」などがお金

を貸し、幕府は収益の一部と

して徴収しました。当時の利

息は年利で60％を超えていた

ために返済できなくなった庶

民の一揆が各地で相次ぎ、幕

府は借金を棒引きする徳政令

を度々出したようです。

これにより貸金業者は貸し

渋り、金融が停滞したといい

ます。

グレーゾーン金利の廃止を検討

時代は変わり、平成18年、

出資法と利息制限法で異なる

貸金業者の貸出上限金利、い

わゆるグレーゾーン金利の廃

止を政府や自民党で検討をし

ています。グレーゾーン金利

とは、利息制限法に定める上

限金利を超え、出資法に定め

る上限金利に満たない金利帯

をいいます。登録を受けた貸

金業者であれば、かなり容易

にグレーゾーン金利による利

息を受けることができ、利息

制限法の上限金利は簡単に踏

み越えられることになってい

ます。

利息制限法では、「金銭を

目的とする消費貸借上の利息

の契約」（利息契約）は、そ

の利息が下記の利率により計

算した金額を超えるとき、そ

の超過部分につき無効と定め

ています（利息制限法１条１

項）。

●元本が10万円未満の場合…

年20％

●元本が10万円以上100万円

未満の場合…年18％

●元本が100万円以上の場合

…年15％

これが、利息制限法に定め

る上限金利となります。利息

の超過部分は無効となるた

め、支払う義務はありません。

もっとも、超過部分を利息と

して任意に支払った場合に

は、その返還を請求すること

ができない（同法１条２項）、

と定められています。

上限金利は29.2％

また、出資法（出資の受入

れ、預り金及び金利等の取締

りに関する法律）は、「金銭

の貸付けを行う者が業として

金銭の貸付けを行う場合」に、

年29 . 2％（うるう年には年

29.28％。１日当たり0.08％）

を超える割合による利息の契

約をしたときは、「５年以下

の懲役若しくは1,000万円以下

の罰金に処し、又はこれを併

科する。」と定めています

（出資法５条２項）。

この「年29.２％」が出資法

に定める上限金利となってい

ます。出資法に定める上限金

利を超えて利息の契約をする

と、契約しただけで刑罰が科

され、貸金業の登録取消・業

務停止等の制裁が課されるた

め、多くの貸金業者はこの金

利を超えて貸し出すことはあ

りません。一般に、この金利

を超えて貸し出す業者を闇金

業者（ヤミ金）と呼んでいま

す。

出資法ができたわけ

出資法ができたのは「保全

経済会事件」に端を発します。

保全経済会は1948年に設

立、高配当を保証して集めた

資金を使って投資を行った組

合です。新規出資者の出資金

で配当をしながら拡大路線を

とり、自転車操業を続けてい

ましたが、やがて経営に行き

詰まり、出資金の支払いを停

止したことから社会問題化

し、1954年に破産しました。

被害総額はおよそ44億円にも

なったようです。
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金 利 の 四 方 山 話  

年 29.2％ 

グレーゾーン金利 

年 20％ 
年 18％ 

年 15％ 
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■■ 全国180万の有限会社

「会社法」が平成18年５月

１日に施行され、これに伴い、

昭和13年に施行された有限会

社法が廃止となり、新たに有

限会社を設立することができ

なくなりました。有限会社は

日本の企業風土に適合すると

いわれながらもあまり活用さ

れなかったということです

が、全国で180万社を規律し

ていた有限会社法が無くなっ

たわけですから、関心のある

関係者も相当数いるわけで

す。

株式会社は資本を集めやす

いのですが、設立手続きや機

関が複雑で、また法律の干渉

も厳格を極めているので中小

企業には向いていません。そ

こで中小企業にふさわしい企

業形態が望まれ、ドイツ法の

有限責任会社を受け継いでで

きたのが有限会社でした。

しかし、信用力の面から有

限会社を敬遠する向きも多

く、敢えて株式会社の形態を

採用した企業も多く、そうし

た小規模な株式会社では、本

来ならば自由に譲渡できるは

ずの株式について、その譲渡

を制限する定款規定を設ける

ことが恒常化し、有限会社と

は名称は違いますが、機能的

には極めて似ている株式会社

が存在しました。

小規模な株式会社と有限会

社の差異は設立時の最低資本

金の額程度となってしまった

ため、結果として有限会社は

独自の意義を失うに至ったの

で、会社法制定において有限

会社制度は廃止されることと

なったというのがこの辺の大

まかな経緯です。

■■ 小会社から大会社まで
規定した会社法

さて、有限会社法はなくな

りましたが、小規模の会社に

適した機関設計を「会社法」

で創ることも可能です。「会

社法」は小規模の会社から大

会社まで、すべて規定した会

社に関する大法典なのです。

会社法施行後は、現存の有

限会社は会社法体制に変更を

加えなくても株式会社に移行

できますが、そのような場合

は特例有限会社として商号中

に有限会社の文字を残さなけ

ればならず、株式会社の文字

は使用できないなど各種の特

例措置が施されています。

商号も株式会社に変更する

場合は、有限会社の解散登記

と株式会社の設立登記を同時

に行う必要があります。

会社法の施行日に有限会社

であった会社は、自動的に特

例有限会社に移行されまし

た。法律的には株式会社です

が、有限会社のメリットも

“特例”という配慮をして残

してあります。

■■ 特例有限会社のメリット

① 決算公告をする必要がない

決算公告不要のメリットは

どこにあるでしょうか。これ

からの経営は小さい会社であ

ろうと透明性が要求され、そ

れに応えていかなければなら

ないと考える節もあるかと思

います。従来の商法でも決算

公告の義務は規定されていま

したが、実際は小さな会社の

ほとんどが決算公告をしてい

なかったことは間違いありま

せん。決算公告義務がないわ

けですからメリットといえる

でしょう。

② 取締役の任期を定める必

要がない

特例有限会社の場合は、取

締役の任期を決める必要はあ

りません。これまでの有限会

社法もそうでしたし、会社法

においても同様の取り扱いで

す。株式会社の場合は、原則

は選任の時から２年内の最終

の決算に関する定時株主総会

の終結の時までです。大雑把

に言えば原則２年で、監査役

の任期は原則４年です。

これには例外があって、最

大10年まで延長することがで

きるのですが、10年先のこと

など、忘れてしまうのが通常

です。現行の２年、４年でも

かなりの数で取締役の選任懈

怠、登記懈怠が起こっている

のが実情です。

このような実情から任期を

定めなくても良いのはメリッ

トと考えるのです。

押
さ
え
て
お
き
た
い 

「
特
例
有
限
会
社
」
の
知
識 

特
例
有
限
会
社
　
の
二
つ
の
大
き
な
メ
リ
ッ
ト 
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深
刻
化
し
て
い
る
我
が
国
の
少
子
高
齢

化
問
題
。
こ
れ
ま
で
報
道
さ
れ
て
き
た
の

は
、
決
ま
っ
て
「
少
な
い
労
働
力
で
沢
山

の
高
齢
者
の
生
活
を
支
え
な
く
て
は
な
ら

な
い
。
経
済
成
長
率
は
ダ
ウ
ン
し
、
年
金

受
給
額
も
減
っ
て
し
ま
う
。」
と
い
う
実

に
悲
観
的
な
側
面
ば
か
り
で
し
た
。
し
か

し
こ
こ
に
き
て
、「
い
や
、
む
し
ろ
豊
か

に
な
る
の
で
は
？
」
と
い
う
明
る
い
見
通

し
も
登
場
し
て
い
ま
す
。
そ
れ
は
「
人
口

が
減
少
し
て
も
経
済
規
模
さ
え
維
持
し
続

け
れ
ば
、
逆
に
一
人
あ
た
り
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
増

大
す
る
。
つ
ま
り
現
在
よ
り
も
裕
福
に
な

る
。」
と
い
う
考
え
方
で
す
。

経
済
規
模
を
維
持
す
る
た
め
に
ま
ず
必

要
な
の
が
、
最
新
技
術
を
駆
使
し
た
労
働

生
産
性
の
向
上
と
、
高
齢
者
や
出
産
後
も

女
性
が
働
き
や
す
い
環
境
を
整
備
す
る
こ

と
に
よ
る
労
働
力
の
確
保
で
す
。
そ
の
ほ

か
、
高
齢
者
向
け
を
中
心
と
し
た
市
場
開

拓
も
必
須
と
な
り
ま
す
。
そ
れ
に
高
齢
化

社
会
が
未
来
永
劫
続
く
わ
け
で
は
な
く
、

い
ず
れ
は
皆
、
均
等
に
少
な
い
時
代
が
来

る
は
ず
と
の
説
で
す
。

日
銀
が
総
務
省
の
家
計
調
査
か
ら
は

じ
き
出
し
た
、
サ
ラ
リ
ー
マ
ン
世
帯
の

昨
年
の
消
費
性
向
は
七
四
・
七
％
と
、

バ
ブ
ル
期
（
一
九
九
〇
年
）
の
七
五
・

三
％
以
来
の
高
水
準
と
な
り
ま
し
た
。

消
費
性
向
は
、
所
得
の
う
ち
ど
れ
だ
け

を
商
品
や
サ
ー
ビ
ス
の
購
入
な
ど
に
振

り
向
け
た
か
を
示
し
て
お
り
、
現
在
の

景
気
回
復
が
、
底
堅
い
個
人
消
費
に
け

ん
引
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
点
が
注
目
さ

れ
て
い
ま
す
。

総
務
省
の
労
働
力
調
査
に
よ
る
と
、

三
月
の
完
全
失
業
率
は
四
・
一
％
と
な

り
、
四
％
台
割
れ
も
時
間
の
問
題
の
よ

う
で
す
。
来
春
の
新
卒
採
用
は
売
り
手

市
場
に
一
変
し
、
賃
金
も
底
入
れ
感
が

強
ま
る
な
ど
、
安
心
感
が
広
ま
っ
て
い

ま
す
。
長
く
続
い
た
デ
フ
レ
で
、
日
常

的
な
消
費
は
「
安
価
」
が
定
着
し
、
こ

れ
に
よ
っ
て
生
ま
れ
た
金
銭
的
な
余
裕

と
、
景
気
回
復
の
安
心
感
か
ら
、
レ
ジ

ャ
ー
を
は
じ
め
と
す
る
贅
沢
に
は
、
財

布
の
ひ
も
を
緩
め
る
と
い
う
人
が
増
え

て
い
る
よ
う
で
す
。

少
子
高
齢
化
で
豊
か
な
ニ
ッ
ポ
ン
到
来
!?

底
堅
い
個
人
消
費

2007年問題の決め手は
女性活用にあり！
女性支援ビジネスも

いよいよ団塊世代が大量リタイアする2007

年問題が間近に迫ってきました。その影響は

様々な分野に波及します。なかでも逼迫して

いるのは労働力の確保。2007年から2010年に

かけて、約700万人がリタイアすることが予

想されます。これに対し、大企業は雇用延長

や再雇用などにより人材確保を図っているよ

うですが、中小企業の多くは十分な人材を確

保できないでいるようです。そこで俄然注目

を集めているのが女性の活用です。

とくに結婚し、主婦として家庭に入ってし

まった30代から50代の女性をいかに活用する

かにかかってきています。ある経済研究所の

試算では、日本が2002年を基点として10年後

に同じ労働力を保つには、約105万人の女性

の就業が必要で、そのために230万人分の保

育サービス（０～５歳の就学前）が求められ

るとのことです。その条件として約２万箇所

の施設、38万人の保育スタッフが必要となる

と言われています。そして、こうした雇用は

新たに1.8兆円の所得を生み出すとはじき出し

ています。

もちろん子供が就学年齢になっても子育て

支援は必要です。現代の女性は仕事か家庭か

ではなく、両立したいという人が増えていま

す。「なりたい自分になるため」に利用できる

ものは利用するという傾向が強いようです。

そのせいか最近増えているのが家事代行ビ

ジネス。現代の家政婦派遣業的なものですが、

時間帯を自由に選べ、依頼内容を限定するこ

とができると人気のようです。このほか、女

性の資格取得支援や女性経営者の支援サービ

ス、健康管理支援など、頑張る女性を応援す

るビジネスもいろいろ考えられそうです。

女性専門の銀行などもあればいいかもしれ

ません。女性がより融資を受けやすい金融機

関が増えれば、女性支援ビジネスは確実に大

きく拡がっていくことでしょう。




